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◯松野委員 24 年度は、より具体的なまちづくりと成長への政策と予算が組まれた。特に

バリアフリー基本構想(仮称)は、だれもが思いやりを持ち、すべての人に優しいまちユニバ

ーサルシティ福岡の理念のもと、ハード、ソフト両面から今後の取り組みを示すものとして

協議が進められている。高齢者や障がい者にとってのユニバーサルデザインとは、だれもが

夢と希望を持ち、日々の生活を送ることができる環境づくりと言えるのではないか。障がい

者の就労環境の現状を踏まえ、今後の検討課題として取り上げてもらいたい点について尋

ねる。障がい者の法定雇用率達成状況について、本市の雇用率、外郭団体の達成状況、未達

成の団体について尋ねる。 

△保健福祉局長 本市役所の障がい者雇用率は、平成 23 年６月１日現在で 2.25％である。

本市の地方三公社、地方独立行政法人、本市が 50％以上出資している外郭団体は 28 団体あ

るが、福岡北九州高速道路公社が障がい者雇用率 0.46％、障がい者雇用率算定上の人数で

1.5 人不足、地方独立行政法人福岡市立病院機構が障がい者雇用率 0.97％で、障がい者雇用

率算定上の人数で 5.5 人不足している。 

◯松野委員 教育委員会の法定雇用率 2.0％についてはどうか。 

△教育長 23 年度の雇用率は 1.73％で、教育職員や学校事務職員の障がい者特別選考や人

事交流による障がいを有する職員の教育委員会事務局への配置、知的障がいを有する人を

対象とした嘱託員の任用など、雇用率の達成に向け取り組みを進めているが、現状では雇用

率を達成できていない。 

◯松野委員 民間企業の取り組み状況について、本市、県における障がい者の法定雇用率達

成状況、障がい種別の内訳、全国順位と所感を尋ねる。 

△保健福祉局長 民間企業における障がい者法定雇用率達成企業の割合は、県は 49.1％、

本市は、公表はされていないが、福岡労働局から 43％程度と聞いている。県の民間企業で

雇用されている障がい者の雇用率算定上の人数は、身体障がい者 9,114 人、知的障がい者

1,725.5 人、精神障がい者 265.5 人で、県の法定雇用率達成状況の順位は、47 都道府県中 29

位である。今後とも福岡地区障害者雇用促進面談会などを通じて、福岡労働局や県とも連携

をしながら、障がい者の雇用促進に取り組む必要がある。 

◯松野委員 県、本市とも法定雇用率達成企業の割合が低く 50％に満たないが、本市の外

郭団体に法定雇用率未達成があることが問題である。今後、早急に目標を達成するよう期限

を切って取り組むべきと思うが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 障がい者の就労支援は、外郭団体等を含め、公共団体が積極的に範を示す

べきと考えている。福岡北九州高速道路公社では、24 年度に法定雇用率を達成する予定と

聞いており、地方独立行政法人福岡市立病院機構では、25 年度までに法定雇用率を達成す

るよう、障がい者雇用の拡大に向けて取り組んでいると聞いている。今後とも、各団体及び

その所管局に対し、積極的に働きかけていきたい。 



◯松野委員 教育委員会の障がい者雇用は依然進んでいないが、他の政令指定都市の状況

について尋ねる。 

△教育長 23 年度、雇用率を達成している政令指定都市は４都市で、ほかは未達成である。 

◯松野委員 本市の外郭団体については、人数もさることながら、範を示すべき本市の指導

性が問われ、一刻も早く達成されたい。教育委員会は、達成している他市の取り組みに倣う

べきである。教職員の比率は、職員での採用が多いと思うが、関係者の話を聞くと、障がい

者にとってはそもそも教職を志望するにはハードルが高いのではないかと感じる。特別支

援教育を推進する上でも、教育委員会の障がい者雇用について、今後の重要な課題として取

り組むよう強く要望しておく。障害者の雇用の促進等に関する法律が改正され、県内の民間

企業の雇用率にも改善の兆しが出てきたが、従業員数 56 人以上の企業は雇用率 1.8％の基

準に達していない企業も多い。厚生労働省は雇用率達成に向け、各種インセンティブを設定

し、逆に未達成企業にはペナルティーを科すなど、障がい者の法定雇用率達成に向けたさま

ざまな取り組みを行っているが、達成状況は低調なまま推移している。障がい者就労支援セ

ンターでの民間企業に対する具体的な取り組みについて、過去３年間の職員、就労支援コー

ディネーターの正規職員、嘱託員の配置について尋ねる。 

△保健福祉局長 障がい者就労支援センターの 21～23 年度の３カ年の職員配置は、嘱託員

を含む就労支援コーディネーターが 10 人、ジョブコーチが 16 人、所長の計 27 人体制であ

る。そのうち就労支援コーディネーターは、正規職員が７人で、嘱託員の就労支援相談員が

３人である。 

◯松野委員 ３人の嘱託員の採用について活用した制度を尋ねる。 

△保健福祉局長 国により時限的に設けられた、県が実施主体のふるさと雇用再生特別交

付金事業を活用して配置している。 

◯松野委員 就労支援コーディネーターによる企業への啓発、研修、セミナーの開催状況に

ついて尋ねる。 

△保健福祉局長 22 年度 475 社、23 年度は、平成 24 年２月末で、436 社、訪問による職

場開拓を行っている。障がい者就労支援センター主催の企業セミナーを 22 年度は３回開催

し 40 社、23 年度は４回開催し 46 社が参加している。 

◯松野委員 障がい者の就労促進について企業側からどのような要望があったか。 

△保健福祉局長 企業セミナーのアンケートでは、障がい者を雇用した場合の助成金や他

社の障がい者雇用の実例、雇用の際の職場環境づくり、社員教育の方法や仕事内容、労働時

間、給与面等の具体例などの話を聞きたいなどの要望があった。 

◯松野委員 長引く不況の中、民間企業にとって、人事採用全般は最も厳しい課題であり、

特に障がい者雇用に大きく影響している。これまでの人員で十分ではなかった企業へのア

プローチが嘱託員の配置によって大きく前進していることを評価する。嘱託員の就労支援

コーディネーターの 24 年度の配置計画について尋ねる。 

△保健福祉局長 ２人の配置を予定している。 



◯松野委員 今後は、職業訓練が可能な障がい者にも企業ニーズに沿った積極的な人材育

成が大変重要であると痛切に感じている。コーディネーターの活躍の場は、企業や教育現場、

施設との共働、調整など、今後ますます広がることが見込まれる。コーディネーターの配置

について、24 年度も 23 年度と同様の体制を継続し、企業ニーズに沿った取り組みを強化

し、今後は配置拡大の方向で検討されたいが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 24 年度は、23 年度から嘱託員のコーディネーターが１人減少している理

由は、障がい者就労支援センターの懸案であったリーフレットや雇用事例を紹介するＤＶ

Ｄなどの広報資料の作成が終了し、３年間の経験から業務遂行のノウハウも蓄積され、24

年度は２人でも十分対応できると判断したが、さらに就労支援の需要に対応していくため

には、障がい者就労支援センターの機能を充実、強化していくことが必要になると考えてお

り、就労支援コーディネーターの配置拡大も含めて検討していく。 

◯松野委員 全国では、特筆すべき取り組みを進めている企業が数多くあり、今後の障がい

者雇用を大きく変える可能性を秘めており、就労支援コーディネーターが築いてきた企業

や人的関係はさらに拡大、深化すべきで、数年間の臨時的雇用で足りるものではなく、積極

的な配置を要望しておく。国内には障がい者が生き生きと活躍する企業が数多くある。障が

い者雇用に取り組む企業の特集が組まれた経済誌に取り上げられた人材派遣会社によると、

人材派遣業は派遣する社員数も全社員の分母に含まれるので、雇用率達成には他社より真

剣な取り組みが必要であるが、その人材派遣会社は 2003 年に特例子会社を設立し、全体で

２％、約 180 名の障がい者が活躍しているとのことである。そこでは、ＯＪＴやジョブコ

ーチにより厳しく訓練された障がい者は生き生きと確実に仕事をこなし、今やなくてはな

らない存在で、急病で欠勤すると仕事が滞り、代替探しに苦労しているようである。障がい

者の努力次第で活躍の場が大きく広がり、社会はその能力を正しく評価し、必要としている

ということである。また、そこは民間施設と共同した農業法人を展開し、今後も地方自治体

と共同した取り組みを推進しているようであるが、障がい者就労支援センターでは、このよ

うな民間の情報を収集し、企業や本市で施策展開できるよう情報提供しているか。 

△保健福祉局長 民間企業に対する障がい者雇用の情報提供は、障がい者就労支援センタ

ー主催の企業セミナーで、障がい者雇用の実績のある企業から雇用を検討している企業な

どに対し、雇用の手順や課題等を紹介している。また、障がい者就労支援センターの就労支

援コーディネーターが企業を訪問する際には、障がい者が職場で働く様子を撮影したＤＶ

Ｄを活用し、映像で障がい者雇用の実例を紹介するなど、企業の障がい者雇用に対する取り

組みを支援しており、障がい者就労支援センターが企業やハローワークなどの関係機関向

けに年４回発行する広報誌での障がい者雇用企業の活動の紹介など、障がい者雇用事例の

情報提供に努めている。 

◯松野委員 障がい者の雇用拡大を新たなビジネスモデルとして現在全国展開している企

業では、就労移行支援事業と位置づけ、自立支援法を活用して、パソコン訓練やビジネスマ

ナーなど公費助成による自己負担を軽減した職業訓練を行っている。2011 年度には全国で



年間 500 名を超える雇用実績があり、中でも全国的に達成率が低い精神障がいが 63％と最

も高く、就職後も職場定着向上のためのフォローを欠かさず、定着率も１年間で９割、３年

間でも約 80％の高水準を維持しており、企業側からも日常的に障がい者雇用のための情報

提供を求められるような関係を築いている。障がい者本人、家族と民間施設の関係者の長年

の努力が社会環境を変え、障がい者を取り巻く就労環境は変化している。本市、全国、東京

都、京都市の知的障がい特別支援学校高等部の過去３年間の就職率を尋ねる。 

△教育長 20 年度は本市 23.8％、全国 26.4％、東京都 40.1％、京都市 37.4％、21 年度は

本市 20.3％、全国 26.7％、東京都 39.1％、京都市 31.4％、22 年度は本市 22.2％、全国 27.4％、

東京都 38.0％、京都市 30.8％である。 

◯松野委員 博多高等学園と他の特別支援学校での就職指導内容、指導員配置実績、24 年

度の指導員配置予定について尋ねる。 

△教育長 特別支援学校では、作業学習や職場実習の実施、進路学習会の開催、進路専科教

員を中心とした進路支援を行っている。博多高等学園では、それに加えて就労を目指した教

育課程の編成、就職指導員や教職員による企業開拓、職業技能指導者の活用を行っている。

就職指導員については、19 年度から博多高等学園に１人配置しており、収集した企業情報

は約 2,000 件、そのうち訪問した企業は約 480 件、実習、就労に至った企業は 131 件の実

績を有する。24 年度は、博多高等学園の１人に加え、他の７校の特別支援学校の就労支援

のために１人配置する予定である。 

◯松野委員 県立特別支援学校の就職指導員の配置状況及び複数配置校について尋ねる。 

△教育長 高等部を設置しているすべての県立特別支援学校 10 校に 13 人の就職指導員が

配置されている。複数配置校は、北九州高等学園、福岡高等学園、筑後特別支援学校の３校

に各２人配置されている。 

◯松野委員 通常学級に在籍する発達障がいを含む特別な支援を要する児童生徒数の 10年

前、５年前、３年前、23 年度の推移を尋ねる。 

△教育長 13 年度 585 人、18 年度 759 人で 174 人の増、20 年度 940 人で 181 人の増、23

年度は発達障がいの疑いのある児童生徒数を含み 1,656 人で 716 人の増である。 

◯松野委員 本市特別支援学校における児童生徒数、高等部生徒数の過去３年間の推移を

尋ねる。また、本市特別支援教育推進プランにおける特別支援学校施設整備計画及び現在の

検討状況を尋ねる。 

△教育長 特別支援学校の児童生徒数は、21 年度は 992 人で、高等部が 402 人、22 年度は

1,016 人で高等部が 428 人、23 年度は 1,048 人で高等部が 451 人である。本市特別支援教

育推進プランにおける施設整備計画は、24 年度に着手し、25 年度に策定する予定である。

また、現在の検討状況は、特別支援学校の設置義務者である県に対して設置要望を行うとと

もに、分校、分教室の設置など、柔軟な整備手法を含めて対応策を検討している。 

◯松野委員 就職率は、東京都が 40％超、京都市も一時、37％を超えており、本市の約 20％

と比べるとかなり高く、他都市の具体的な取り組みを調査すべきである。また、就職指導員



の配置も、県立は 10 校に 13 名、それに対して本市は博多高等学園に１名、ほかの７校に

対して１名配置で、県に比べて非常に低い本市特別支援学校就職指導員については、24 年

度以降の配置計画を順次増強するよう強く要望しておく。支援を必要とする児童生徒は今

後も増加傾向にあり、特別支援学校施設整備については新設を含め検討されたい。東京都教

育委員会では就労サポーターを活用した特別支援学校でのプログラムを強化しており、就

職率の向上につながっている。今後、他都市の取り組みを調査し、特別支援学校のカリキュ

ラムに就労に関する民間のノウハウを積極的に取り入れることも重要な課題と思うが、所

見を伺う。 

△教育長 特別支援学校のカリキュラムについては、博多高等学園では 23 年度から職業技

能指導者派遣事業を実施し、ビジネスマナーや清掃指導などの講師として実務者を企業か

ら招聘しており、24 年度は他のすべての知的障がい特別支援学校でも実施する予定である。 

◯松野委員 横浜市教育委員会では、知的障がいがある生徒の職場実習、就業事例集を発行

し、企業や現場の写真を掲載して特別支援学校卒業生が生き生きと働く様子を詳しく紹介

することで、社会に広く、積極的に障がい者就労を啓発、働きかけをしている。企業側にと

ってもＣＳＲの面でメリットとなり、企業との就労関係構築に有効であり本市でも同様に

発行されたいが、所見を伺う。 

△教育長 特別支援教育推進プランに基づき作成する予定の就職ハンドブックに職場実習、

就業事例などを取り入れたい。 

◯松野委員 本市は福岡労働局と、23 年度より障がい者と企業をマッチングする福岡地区

障害者雇用促進面談会を開催しているが、すぐに就職可能な人だけでなく、子どもの将来に

不安を抱え、学齢期や卒業後の進路で悩んでいる家族や職業訓練を受けることなく家庭内

だけで過ごしているような障がい者が希望を持てるように、就労支援や職業訓練を行う企

業や施設などの社会資源が一堂に会し、障がい者就労支援セミナーを開催してはどうか。今

後の進路について全く未定であり、不安を抱える家族にも広く支援する社会資源の情報を

提供することで希望が広がるのではないかと思うが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 学齢期の障がい児を持つ保護者や、卒業後の進路に悩んでいる家族など

に対して、障がい者雇用の実績のある企業や就労移行支援事業所からの実例に基づく具体

的な仕事や訓練についての情報提供の機会を設けることは、将来の就労についての不安や

疑問を解消し、能力や適正に応じた就労につなげるために意義ある取り組みである。今後、

このような取り組みについて、関係者の意見を聞きながら検討していく。 

◯松野委員 障がい者を雇用する企業からは期待以上に活躍してもらっているとの評価が

多いようであり、案ずるより一歩を踏み出すことで将来の人生が大きく変わるのではない

かと期待する。障がい者も健常者もともに努力できる土壌があり、努力が正しく評価される

社会の中で人間として成長していける環境こそがユニバーサルシティと言えるのではない

か。長年関係者が取り組んできた、障がい者が生き生きと生活できる環境整備が今後格段に

向上せずして、本当に心豊かな高齢社会の実現もないと思う。今後のユニバーサルシティ福



岡の推進において、これまでの関係者の要望も踏まえ、障がい者へのさまざまな取り組みを

しっかり形にするよう強く要望しておく。障がい者雇用率が８％を超える(株)ユニクロの柳

井代表取締役会長兼社長は「企業というのは社会的存在だ。・・・・・・社会的に認められ

ない企業は生き残ってはいけない。企業は市民、特に影響力が強い市民だ。社会に障害を持

った方がいるのだから、雇用の機会を提供することは企業の義務だと思う」と述べている。

これが世界企業に飛躍する理由で、本市のアジアに関する都市への成長にも通じるのでは

ないかと思うが、所見を伺う。 

△市長 本市もアジアのリーダー都市を目指す中で、みんなが優しい、みんなに優しいユニ

バーサルシティ福岡という価値観を明確に示して、施策に反映してきている。そうした中で、

働きたいと希望する障がい者が、自分に適した仕事を見つけ、その中で自分の生きがいを見

つけて生き生きとした生活を送ることができるように、職場開拓とともに障がい者やその

家族への効果的な情報提供に努めていかなければならない。また、障がい者施設の商品が身

近にあふれるまちを目指して、積極的に働きかけたい。今後とも、みんなが優しい、みんな

に優しいユニバーサルシティ福岡の実現を目指していく。 

 


